
介護予防ケアマネジメントの基準等について
１　主旨

　　介護予防・日常生活支援総合事業のサービスに，新たに訪問型サービスＡを位置付けたことにより，地域包括支援センターが作成する簡略化したケアプランである「介護予防ケアマネジメントＢ」を設定する。
２　介護予防ケアマネジメントＢの具体的な取扱
	　　　
	取扱

	請求
	毎月町に直接請求

	単位
	３，５００円

	初回加算
	３，０００円

	サービス担当者会議
	初回必須（更新時任意）

	プランの見直し
	６～１２ヶ月

	モニタリング
	月に１回本人又は事業所への連絡　　又は　　月に１回事業所からの連絡

	利用者宅の訪問
	６か月に１回


３　計画に位置付けたサービスと介護予防支援・介護予防ケアマネジメントについて
	利用者
	サービスの利用状況（限度額管理対象）
	請求する報酬区分

	要支援者
	介護予防・地域密着型介護予防サービスのみ
	介護予防支援費

	
	介護予防・地域密着型介護予防サービスと
総合事業のサービスの併用
	介護予防支援費

	要支援者及び

事業対象者
	総合事業のサービスのみ


	訪問型サービス以外のサービスあり
	介護予防ケアマネジメントＡ

	
	
	訪問型サービスＡのみ
	介護予防ケアマネジメントＢ


（参考）　　【訪問型サービスの類型】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※　平成２９年２月実施の事業者説明会資料を修正
	基準
	サービス種別
	サービス内容
（※事業対象者）
	実施方法
	サービス
提供者
	実施時期
	サービス単価
	利用者負担

	現行相当
	①訪問介護
	訪問介護員による身体介護、生活援助

	事業者指定
（訪問介護事業者）
	訪問介護事業者の訪問介護員
	平成29年4月
	現行単価（月額定額制）どおりとする。
・週1回程度:月1,168単位
・週2回程度:月2,335単位
・週3回程度:月3,704単位
	・1割
（一定所得以上は2割または3割）

	多様なサービス
	②訪問型サービスＡ（緩和した基準サービス）
	人員等緩和した基準による生活援助
	委託
	シルバー人材センター会員
	平成30年7月
	１回１時間1,500円
（週１回のみ）
	同上

	
	③訪問型サービスＢ（住民主体による支援）
	住民ボランティア等による生活援助
	補助（助成）
	ボランティア主体
	協議体等で必要性があると判断された場合，検討・準備後実施可能となった時点から開始します。

	
	④訪問型サービスＣ
（短期集中予防サービス）
	保健師等による居宅での体力改善のための短期集中支援(3～6か月)
	直接実施又は委託
	保健・医療の専門職
	

	
	⑤訪問型サービスＤ（移動支援）
	住民ボランティア等による移送前後の生活支援
	補助（助成）
	ボランティア主体
	


（参考）　　【ケアプランの類型】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※　平成２９年２月実施の事業者説明会資料を修正

	類　　　型
	利用するサービス
	プロセス

	
	
	ケア
プラン
	サービス

担当者会議
	モニタリング
	報　　酬

	ケアマネジメントA
	原則的
	現行相当訪問介護
現行相当通所介護
通所サービスC（短期集中）
口腔機能向上事業
	○
	○
	１回/３月
	４３０単位
＋初回加算３００単位
※委託料は９割

	ケアマネジメントB
	簡略化

	訪問型サービスA
通所型サービスA（実施時）　等
	○
	（○）※
	1回/６月
	３５０単位
＋初回加算３００単位
※委託料は９割

	ケアマネジメントC
	簡略化
	配食サービス（事業対象者）
　　　　　　　　　　　　　等
	×
	×
	×
	

	その他
	セルフ
マネジメント
(サービス開始時のみ)
	一般介護予防事業：活用する事業例
・いきいき百歳体操
・認知症予防健康マージャン教室
・介護予防水中健康教室
・筋力向上トレーニング体験教室
・マイトレ教室　等
	×
	×
	×
	


※更新時は任意
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